
【７．市民と行政が拓く協働と連携のまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

<協働と連携によるまちづくり>

（拡） ・ コミュニティビジョン推進事業［地域振興課］ 168,753

（拡） ・ 町内会実態調査［地域振興課］ 2,188

・ 町内会加入促進事業［地域振興課］ 704

・ 町内会パワーアップ事業［地域振興課］ 949

・ 地域コミュニティポータルサイト運用事業［地域振興課］ 429

・ みんなで参加わがまちづくり支援事業［地域振興課］ 31,533

・ 町内会設立・加入きっかけづくり支援事業［地域振興課］ 1,386

町内会が実施する加入促進活動に対し助成するとともに、町内会の

ない地域において、設立に向けた活動に必要な経費を助成する。

各校区の地域コミュニティ協議会の設立準備やプラン策定等に対し

助成するとともに、市内全域での早期設立に向け、地域連携コー

ディネーターによる支援を行うほか、組織運営に対する助成を拡充

本市のコミュニティ施策の検討の基礎資料とするため、町内会実態

調査及び市民意識調査を実施する。

町内会加入や活動への参加を促進するため、転入者への市民課窓

口等での加入案内や、町内会加入促進月間における周知広報等に

取り組む。

町内会加入促進方策等を検討するワークショップの開催や町内会行

事への学生派遣など、町内会活動を支援する取組を大学等と連携し

て実施する。

地域コミュニティ協議会の活動内容等を紹介するとともに、同協議会・

町内会等・市民との情報交換及び交流の場となるポータルサイトを運

用する。

夏祭り、運動会など住民同士の親睦交流を図る活動や、文化祭、広

報紙の発行など地域社会づくりのための活動を行う町内会に対し、

その経費の一部を助成する。
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【７．市民と行政が拓く協働と連携のまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 市長とふれあいトーク［市民協働課］ 138

・ 市政出前トーク事業［市民協働課］ 163

・ まちかどコメンテーター事業［市民協働課］ 402

・ 子どもミーティング開催事業［市民協働課］ 787

・ 市民活動促進事業［市民協働課］ 1,161

・ 市民とつくる協働のまち事業［市民協働課］ 3,145

・ ＮＰＯ連携促進事業［市民協働課］ 576

・ 改新交流センター管理運営事業[東桜島支所] 4,034

市長が自ら地域や市民の活動の場などに出向き、市民と市政につい

て懇談を行い、市政に関する意見・意向を聴取し、市政運営の参考

とする。

職員が市民の要請に応じて地域に出向き、市政に関する情報を分

かりやすく伝えるとともに、意見や提言などを伺い、施策の参考とする。

市政運営の参考とするため、まちかどコメンテーターに対し、市政に

関するアンケート調査を実施し、市民の意見やニーズを把握する。

ＮＰＯ、企業、市など多様な主体の連携を進めるため、地域の課題等

について対話するワークショップを開催する。

市民活動団体と協働して、次世代を担う子ども達が本市のまちづくり

についてアイデアを出し、夢を語り合い意見交換を行う「子どもミー

ティング」を開催する。

地域住民のふれあい及び交流を促進し、地域の活性化を図るため、

地域活動・交流の拠点として整備した改新交流センターの管理運営

を行う。

市民と行政との協働によるまちづくりをさらに推進するため、市民活

動の促進を図るための市民活動応援講座などを開催する。

公益的なサービスを提供する市民活動団体の活動に対し、経費の

一部助成や課題解決のための具体的な助言等の支援を行う。
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【７．市民と行政が拓く協働と連携のまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 地域まつり支援事業[吉田・喜入・松元・郡山支所総務市民課] 6,000

（新） ・ 市政広報パワーアップ事業［広報課］ 3,323

・ 鹿児島市ホームページ運営事業[広報課] 5,345

・ 広報紙「市民のひろば」の発行［広報課］ 134,527

（新） ・ 大学との連携推進事業［政策企画課］ 1,204

（拡） ・ かごしま移住支援・プロモーション事業［政策推進課］ 1,333

・ 連携中枢都市圏推進事業[政策推進課] 675

（新） ・ ネクスト“アジア・鹿児島”イノベーション戦略策定事業［政策企画課］ 15,200

地域住民のふれあいと地域社会の活性化を促進し、地域の振興を

図るため、各地域の地域まつりに対し、交付対象経費の総額の２分

の１以内の額を助成する。

限度額 各支所 １５０万円

市民に市政に対する関心と理解を深めていただくため、市民生活に

関わる市政情報や市民との協働により作成した記事などをわかりや

すく提供する広報紙を毎月発行し、全世帯に配布する。

相談窓口の設置や、ＰＲ動画・パンフレットを活用した本市の生活環

境等の情報発信により、円滑な移住を支援するほか、新たに連携中

枢都市圏を構成する４市で連携し、圏域への移住促進に取り組む。

経済的結びつきが強い日置市、いちき串木野市及び姶良市と形成

した連携中枢都市圏における都市圏ビジョンの進捗管理を行う。

連携協定を結んだ市内６大学と本市が一堂に会する会議を設置し、

連携事業についての意見交換、シンポジウムを開催する。

ホームページを活用し、市政情報や本市の魅力を発信するとともに、

利用者にとって使いやすく、親しみのあるホームページの運営を行う。

市民アンケートなどを行うことによりニーズを把握し、市政広報の一層

の充実を図るとともに、専門家による職員向けのセミナーを開催し、

広報力を強化する。

アジアとの人・もの・情報の多面的な交流を成長エンジンとして、鹿児

島の新たな活力を生み出すための戦略の策定に取り組む。
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【７．市民と行政が拓く協働と連携のまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

<時代に合った行政運営と、将来を見据えた健全な財政運営>

（新） ・ 国民年金システム改修事業［国民年金課］ 36,072

（拡） ・ 公文書管理事業［総務部総務課］ 13,873

・ 行政不服審査制度［総務部総務課］ 312

・ 行政評価推進事業［行政管理課］ 585

・ 行政改革推進事業［行政管理課］ 360

・ 社会保障・税番号制度システム構築事業[情報システム課] 33,426

（拡） ・ 公共施設等総合管理計画推進事業［管財課］ 15,650

審査請求に対する裁決の公正性を高めるため、鹿児島市行政不服

審査会の運営等を行う。

公共施設等の現況及び将来の見通しを踏まえ、更新・長寿命化等を

計画的に行い、財政負担の軽減・平準化を推進する。また、施設

データの一元化を図るため、公共施設マネジメントシステムの構築を

行う。

本市と日本年金機構間でやり取りを行っている国民年金適用関係届

書等について、電子媒体によるやり取りが行えるよう、システム改修を

行い、事務処理の効率化を図る。

新たな行政改革大綱及び行政改革推進計画に基づき、行政改革の

取組の推進を図るとともに、計画の推進状況等を報告し、必要な助

言等を得るため、行政改革推進委員会を開催する。

本市の総合計画の効率的かつ計画的な推進に資するとともに、市民

の視点に立った成果重視型の行財政運営の実現を図るため、第五

次総合計画に基づく行政評価を実施する。

社会保障・税番号制度に対応するため、他の地方公共団体等との情

報連携に向けたシステム構築等を行う。

本市が保有する歴史的公文書の適切な保存・管理・利活用に向けた

取組を引き続き推進し、本年度は専用書庫を設置する。
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【７．市民と行政が拓く協働と連携のまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

（新） ・ 国民体育大会従事者・民間企業経験者の採用[人事課] 1,992

（新） ・ 中核市サミット開催市負担金[政策企画課] 7,500

（新） ・ 谷山支所市民課窓口改修事業[谷山支所市民課] 4,408

（拡） ・ 次期地域情報化計画策定事業[情報システム課] 3,323

（拡） ・ 情報セキュリティ強化対策事業[情報システム課] 15,773

（拡） ・ 統合型ＧＩＳ運営事業［情報システム課］ 85,120

・ 「愛して！！かごしま」ふるさと寄附金サポート事業［市民税課］ 134,519

中核市の市長が一堂に会し、都市共通の課題について、議論を深

め、その内容を全国に発信する中核市サミットを開催する。

開催時期 ２９年１０月予定

車いす対応の低いカウンターの導入や窓口の増設等の改修を行い

市民サービスの向上を図る。

ふるさと納税の推進を図るため、インターネット等の各種媒体を活用

したＰＲを行うとともに、寄附者へ本市の魅力ある特産品等をお礼品

として送付する。

第三次地域情報化計画（平成２５～２９年度）の終了後も、引き続き

地域情報化を推進するため、国の動向や最新の情報通信技術など

を踏まえ、本市情報化推進の指針となる新たな計画を策定する。

新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化の取組として、県と

市町村が協力してインターネット接続口を集約し、高度なセキュリティ

機器や監視の共同利用などを行う自治体情報セキュリティクラウドを

利用することで、高度なセキュリティ対策を行う。

平成３２年開催の国民体育大会に関する業務等に従事する任期付

職員や庁内での育成が困難な専門的知識・経験を有するシステム開

発関連企業職務経験者の採用に向け取り組む。

「統合型ＧＩＳ」と「かごしまｉマップ」の運用を行うとともに、庁内にお

いて共用する地形図などの地図データについて、６年に１度の更新

作業を３０年度にかけて行う。
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【７．市民と行政が拓く協働と連携のまち】

（単位：千円）

事         業          内          容 予  算  額

・ 個人住民税徴収強化対策事業［納税課］ 767

・ 地方創生推進事業[地方創生推進室] 691

・ 本庁舎整備事業[管財課] 761,015

・ コンビニ交付による証明発行事業[市民課] 7,064

・ 総合案内コールセンター運営事業［市民相談センター］ 38,655

・ ワンストップ窓口サービスの実施[市民課] 32,068

・ 個人番号カード交付事業［市民課］ 101,118

・ 公共建築物ストックマネジメント事業[建築課] 9,109

別館Ｂ棟及び機械式立体駐車場を解体し、別館自走式立体駐車場

新築工事に着手するほか、本館周辺整備等の実施設計を行う。

市民の利便性の向上を図るため、コンビニエンスストア等で住民票の

写しなどを交付するサービスを実施する。

市民からの問い合わせを年中無休で受け付け、迅速かつ的確な対

応を行うコールセンター（サンサンコールかごしま）を運営する。

転居等に伴う各種届出等について、一つの窓口で行うワンストップ窓

口サービスを本庁市民課において実施する。

個人番号カードの円滑な交付に向けた取組を進め、本庁及び各支

所で交付する。

計画的で効率的な維持保全を行うため、施設ごとの中長期保全計画

を作成するとともに、同計画に基づき改修工事等を行う。

本市と県が連携して滞納整理業務を行い、個人住民税等の収入未

済額縮減と、本市職員の徴収技術の向上を図る。市職員と県税徴収

対策官（５名）を相互併任し、主に個人住民税（市・県民税）の滞納整

理に取り組む。

本市人口ビジョン・総合戦略の進行管理や重要業績評価指標（ＫＰ

Ｉ）等の検証を行う外部有識者による検証会議の運営等を行う。
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